
 

  

平成２０年１２月４日付け監査委員告示第１１号公表分 

（１）市民部 

ア 市民交流課 

（ア）地区自治会活動補助金の充当経費の確認について 

監査の結果 平成１９年度補助金の実績報告書を見ると、一部の地区自治

会活動補助金は、視察研修費に充当されていたが、同課では、

当該補助金額の確定に当たり、その経費の内容を確認していな

かったことから、補助金の執行に当たっては、地方自治法第２

３２条の２をはじめ、補助金交付指針の趣旨を踏まえ、説明責

任が十分に果たせるよう、適正な事務処理に努められたい。  

措置の要旨 地区自治会活動補助金（平成２１年度から交付金）について、

使途の範囲を明確にし、その範囲内で使用するよう、地区自治

会に指導した。  

なお、会議費、視察研修費に充当されている場合は、その内

容を聞き取り、確認している。  

（イ）団体事務の関与の見直しについて 

監査の結果 同課の職員は、自治会組織等の団体の事務及び経理に従事

し、預金通帳等を保管しているが、このことは、各団体の自主・

自立性を損なうおそれがあり、また、職員の職務専念義務をは

じめ、法令に基づくことなく地方公共団体の所有に属しない現

金等の保管を禁じた地方自治法第２３５条の４第２項の趣旨

に照らし、望ましいものではないことから、各団体の理解と協

力を得て、職員による関与が必要最小限となるよう、その見直

しに取り組まれたい。  

さらに、職員による団体事務の関与は、一身田出張所・栗真

出張所・藤水出張所でも同様であったことから、出張所の再編

整備を進める中、出張所における団体事務の関与の見直しにつ

いて、調整を図られたい。  

措置の要旨 当課の職員による団体事務の関与が最小限となるよう、平成

２１年度に津市自治会連合会及び同連合会津支部が共同で事

務員を採用し、同連合会等において経理事務を行うよう措置し

た。 

出張所の職員による団体事務の関与については、平成２１年



 

  

度に出張所の再編整備を進めた結果、各団体において事務処理

を行うよう措置した。  

（ウ）暴力追放津市民会議負担金の在り方について 

監査の結果 平成１９年度の暴力追放津市民会議負担金について、負担金

額と同程度の剰余金が生じていることから、負担の在り方を見

直されたい。 

措置の要旨 同市民会議の剰余金については、合併前の組織から引き継い

だものであったが、平成２０年度以降は適正に予算執行を行っ

ており、翌年度当初経費の財源として必要な程度において、剰

余金を繰り越している。 

イ 国際・国内交流室 

監査の結果 国際交流事業補助金について、平成１９年度補助金に係る実

績報告書を見たところ、南米ボリビアで支援活動をする非政府

組織（事務局・本市美杉町）に２５万円を交付しているが、そ

の事業実績は、市外における「活動報告会」が多く、国際交流

事業が「本市の住民を対象として広く行われる」（津市国際交

流事業補助金交付要綱第２条第２項）ことを前提としているこ

とに照らし、津市国際交流推進基金運営委員会の補助金交付を

可とする審査結果があったとしても、補助の妥当性を欠くおそ

れがあることから、補助金の交付に当たっては、地方自治法第

２３２条の２をはじめ、補助金交付指針の趣旨を踏まえ、説明

責任が十分に果たせるよう、適正な事務処理に努められたい。 

措置の要旨 平成２１年度以降の補助金の交付に当たっては、補助金交付

指針の趣旨を踏まえ、主に市外で活動する団体には、補助金を

交付していない。  

（２）環境部 

ア クリーンセンターくもず 

監査の結果 環境整備負担金の負担の在り方について、同負担金は、覚書

等に基づき、２自治会及び１漁業協同組合へそれぞれ毎年度一

定額（３年ごとに物価指数の変動による増額改定をするものを

含む。）を支出しているが、同負担金の支出に当たっては、必

要かつ最少の経費となるよう、今後の負担の在り方について検

討されたい。  



 

  

措置の要旨 物価指数の変動による増額改定に係る覚書については、当該

条項を削除した新たな覚書を平成２２年３月に締結した。  

（３）健康福祉部 

ア 介護保険課 

監査の結果 第１号被保険者保険料の徴収対策の強化について、同保険料

の平成２０年８月末日現在の滞納繰越分の未収金額は１億円

を超えていることから、被保険者間の公平性を確保する上で、

抜本的な未収金対策は避けられない状況にあり、限られた職員

数の中で十分な徴収体制を構築するために、各総合支所（福祉

担当）との連携を一層強化し、悪質な滞納者に対する差押処分

等の措置を含め、未収金の解消に努められたい。  

措置の要旨 当課では、平日の窓口における納付指導のほか、日曜窓口を

設け、納付相談に応じている。  

また、当課及び各総合支所では、年３回土曜日に滞納整理を

行うなど、所要の措置を講じており、普通徴収保険料（滞納繰

越分）の徴収額は、平成２０年度が１，１６２万１，０３４円、

平成２１年度（平成２２年４月末日現在）が１，１９２万５，

０７０円である。  

（４）農林水産部 

ア 水産振興室 

監査の結果 津市水産業振興補助金の不正受給問題については、農林水産

部による立入調査の結果、津市補助金等交付規則第１５条に基

づき同補助金の交付決定を取り消し、平成２０年６月１２日に

同補助金が返還されたが、補助金の執行に当たっては、地方自

治法第２３２条の２をはじめ、補助金交付指針の趣旨を踏ま

え、説明責任が十分果たせるよう、適正な事務処理に努められ

たい。 

さらに、津市水産振興連絡協議会負担金に係る帳簿外積立金

及び不明朗な会計処理の問題については、関係部局が共同で調

査を継続中とのことであるが、その結果を踏まえ、今後の負担

金の在り方について見直されたい。 

措置の要旨 当該補助金について、種苗放流時の納品・放流の確認、施設

整備の現地確認等には、必ず職員が立ち会い、確認表への記入



 

  

や写真撮影等を実施している。  

また、同協議会の負担金の未執行分については、市に返還し、

予算の執行に当たっては、事務処理の意思決定の文書化と複数

の職員の確認を経て、会長の決裁を受けている。  

（５）下水道部 

ア 下水道政策課 

監査の結果 排水設備に係る無届工事について、津市公共下水道条例第１

９条第１項は、排水設備工事を行った者は、その工事を完了し

た日から５日以内にその旨を市長に届け出て、その工事が排水

設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適合するもので

あることについて、検査を受けなければならないと定めてお

り、同条例第４１条第１項第４号は、その届出を怠った者への

罰則規定を定めている。平成１９年度の排水設備に係る無届工

事実績は４７件（同課調べ）で、当該無届工事を行った一部の

業者に対し指定の停止等を行っているが、今後、特に悪質と判

断される業者に対しては、より厳しく対処されたい。  

措置の要旨 津市下水道排水設備指定工事店に係る指定の取消し等に関

する基準を制定し、平成２０年度においては、悪質と判断した

業者に対し、指定停止３件、口頭注意１件の処分を行った。  

（６）市立保育園（栗真保育園・橋南保育園・乙部保育園） 

監査の結果 保育所入所負担金の滞納者に対する納付指導について、栗真

保育園・橋南保育園・乙部保育園における保育所入所負担金の

滞納状況は、下表に示すとおり厳しい状況にあることから、滞

納者と接する機会が最も多く、その事情に精通した保育園にお

いて、更なる積極的な納付指導に努められたい。  

【３園の保育所入所負担金滞納状況】  

（平成２０年５月１２日現在／こども家庭課調べ) 

区   分 滞納者数 滞   納   額 

栗真保育園 １４人 ５２２，４２０円 

橋南保育園 ９人 ７９２，５００円 

乙部保育園 １６人 １，０１２，９００円 
 

措置の要旨 平成２１年２月に私立保育所とこども家庭課が収納事務に



 

  

関して委託契約を締結したことを機に、保育園で実施してきた

納付指導や収納の取扱いについて、一層積極的に取り組んでお

り、特に高額滞納者に対しては、保育園と同課が連携し、児童

の降園時などの機会をとらえて、保護者との面談を行い、納付

指導を行っている。  

また、卒園や退園などにより納付意識が低下することも懸念

することから、納付遅滞が確認された場合には、早期に保育園

での納付指導に着手している。  

監査の結果に係る滞納額について、平成２２年３月末日まで

の徴収額は、３保育園の総額で６４万９，９００円である。 

（７）教育委員会事務局 

  ア 生涯学習課（スポーツ・文化振興室スポーツ振興課（当時）） 

監査の結果 学校体育施設開放事業について、学校体育施設の開放が学校

体育施設利用運営委員会の「許可」により行われているが、同

委員会には、教育財産を管理する権限がなく、妥当を欠くもの

と解することから、同事業の在り方について検討されたい。  

措置の要旨 学校体育施設の開放に関する利用許可について、教育長によ

る許可に改めるため、津市学校体育施設の開放に関する規則を

改正し、平成２２年４月１日に施行した。  

（８）市立学校 

ア 敬和小学校 

監査の結果 劇物の管理状況について、一部劇物が劇物専用保管庫以外で

保管されていたので、所要の措置を講じられたい。 

措置の要旨 当該劇物について、劇物専用保管庫で保管した。 

 


